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一　はじめに
現在、不動産の将来賃料債権は、その経済的価値と有用性が高く評価さ
れ、差押え対象財産ないし金融手段として活用されている。こうした債権
の流動化等の要請の一方で、不動産賃貸借における目的物所有権、賃貸人
の地位、賃料債権の帰属の分離が、どの程度許容されるべきかを調整する
必要性が説かれている（1）。対抗力を備えた賃貸借契約は目的不動産の移転
に付随することが一般に認められているが、そこで典型的には、賃借人（2）
からの賃料前払いを目的物譲受人へ対抗しうるかといった問題や、将来賃
料債権の差押債権者や譲受人がある場合に、その後に現れた目的物の譲受
人が将来賃料債権の把握・処分にどれだけ拘束されるかといった問題があ
る（3）。
これらの問題について、判例の立場は、「賃料債権の処分と賃貸不動産
の処分の対抗として問題を把握する」ものと分析される（4）。しかし他方で、
支分権たる賃料債権と元本債権類似の賃貸人の地位という関係性に立ち
戻って考えれば、「賃料の前払いは賃貸不動産の取得者を拘束するが、将
（1）　松岡久和「賃料債権と賃貸不動産の関係についての一考察」佐藤進＝齋藤修編集代
表『現代民事法学の理論（上巻）』（2001年）59-101頁、中田裕康「将来の不動産賃
料債権の把握」みんけん547号（2002年）３-15頁、角紀代恵「賃料債権の事前処分
と賃貸不動産の取得者」曹時59巻７号（2007年）2139-2156頁等。
（2）　以下では全て、対抗力を備えた賃借人を指すものとする。
（3）　角・前掲注（１）文献。
（4）　中田・前掲注（１）11-12頁。
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来の賃料債権の第三者への処分は、譲渡、差押えとともに、賃貸不動産の
取得者……を拘束しない」はずであるとの指摘がなされている（5）。立場の
分かれ方は、賃貸借目的不動産の所有と収益の分離がどこまで許されるか
という根本的な問題に関わっていると理解されている（6）。このことは、将
来賃料債権の差押え後、目的物の第三者への譲渡により賃貸人の地位が移
転しても、目的物譲受人たる第三者は賃料債権の取得を対抗できず差押債
権者が優先するとした最高裁平成10年判決（7）に対する支持と不支持の対立
という形でも表れた。
そしておりしも、将来賃料債権の差押え後に目的物の賃借人への譲渡が
あった場合に関する最高裁平成24年判決（8）が出された。ここでは、目的不
動産の譲渡時を基準として、目的不動産の所有と収益の分離状態も終了す
る。この平成24年判決は、平成10年判決とは事案が異なり直接的な関連
はないものとされている（9）。基本となる賃貸借契約関係が存続するか否か
により、ケースが全く別のものとして扱われているのである。なるほど、
将来債権の把握・処分が目的物譲受人を拘束するとしても、目的物譲受人
自身が新たなテナントと締結した賃貸借契約から生じる賃料債権にはその
拘束は及ばないことはもちろん（10）、目的物譲受人が賃借人と契約を一旦終
了させた後、偶々（フロードなくして）新たに契約関係に入った場合の賃
料債権もその拘束を受けないと解すべきであろう（11）。しかしここで、平成
24年判決のような事案で契約関係の終了を認めるのは、賃借人への配慮
（5）　角・前掲注（１）2149頁。
（6）　松岡・前掲注（１）100頁、中田・前掲注（１）12頁、角・前掲注（１）2151頁。
（7）　最判平成10年３月24日民集52巻２号399頁。
（8）　最判平成24年９月４日判時2171号42頁。
（9）　前掲注（８）43頁。
（10）　中田裕康『債権総論（第３版）』（岩波書店、2013年）560-561頁。この場合には賃
貸人の地位が旧賃貸人から新賃貸人に承継されるわけではないので、当然である。
（11）　後掲昭和55年判決参照。
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からであると説明されることがある（12）。すなわち、賃料債権の帰属先のみ
が争われるケースでは賃借人に不意打ち的な不利益は生じないのに対し、
基本となる賃貸借契約自体が終了すべき場合には契約終了を認めないと賃
借人に不都合が生じるためだというのである（13）。果たしてそのような捉え
方が妥当なのであろうか。
さらに、平成10年判決のような事案では将来賃料債権の把握ないし処
分が目的不動産譲受人を拘束するにも拘らず、平成24年判決の事案で目
的不動産の「所有権を一旦賃借人に移転した上で、賃借人からその所有権
を取得すれば、最早差押えによる拘束を受けないというのは（特に……賃
借人……が賃貸人……の子会社の場合には）経済的には両者とも同様な結
果をもたらすだけに、不合理な区別である」との指摘がある（14）。そうであ
るとすれば、平成10年判決は再検討されるべきなのであろうか。あるい
は、平成24年判決を平成10年判決と抵触するものと理解してよいのであ
ろうか（15）。
最後に、将来賃料債権の差押えがあった場合と、将来賃料債権の譲渡が
あった場合とは、全くパラレルなのであろうか。
本稿は、このような問題意識の下、平成24年判決を契機として、「混
（12）　山本和彦・平成10年判決判批・判評482号（1999年）36-41頁、小粥太郎「賃料債
権の差押え効力発生後における賃貸借終了と賃料債権取立ての可否」ジュリ1453号
（2013年）79-80頁、とりわけ80頁、山田誠一「債権譲渡――譲渡禁止特約、および、
将来債権の譲渡について（特集　債権法の重要論点）」法教394号（2013年）14-23頁、
とりわけ23頁。
（13）　この場合仮に将来賃料の差押えの効力がなお及ぶとすると、契約の終了自体を認
めないのと同様の結果となり、旧賃借人は自分以外の誰からも賃借していないにも
拘らず賃料相当額の利益を差押債権者に移転しなければならなくなる。
（14）　占部洋之「賃料債権が差し押さえられた賃貸建物の賃借人への譲渡」民商147巻６
号（2013年）573-579頁。
（15）　池田恒男・「賃料債権差押えの効力発生後の賃貸借契約終了により、差押債権者
による取り立てが認められなかった事例」『民事判例　Ⅵ』（日本評論社、2013年）
132-135頁、同・「賃料債権の差押え後に賃貸借契約が混同により消滅した場合に、
その後に支払期が到来する賃料債権に対する差押債権者による取り立てが認められ
なかった事例」龍法46巻２号（2013年）525-567頁。
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同」の語に関して整理した上で（後述四）、以下のことを示す。まず、平
成10年判決をはじめとする判例・学説は、賃借人の保護のために特別に
認められる賃貸借契約の「当然承継」の論理を軸として、賃借人保護の視
点から一貫して捉えられる。他方で同時に、平成24年判決は「当然承継」
の当然の帰結に過ぎないのであり、将来賃料債権の把握・処分の効力との
関係で殊更賃借人を保護しようとはしていない（後述五）。また、将来賃
料債権の把握・処分後に賃貸不動産の処分による賃貸人の地位の移転が
あった場合に平成24年判決のような事例を含めて考えると、「賃料債権の
処分と賃貸不動産の処分の対抗として」問題が把握されているとは必ずし
も言えない（後述六）。従来の考え方においては債権のみの承継と契約承
継とが同じレベルで語られるが、債権のみの承継と債権・債務の包括的承
継を意味する契約上の地位の承継とは、後者が契約自体の存続にも関わる
点で、区別されるべきである。そして、賃貸不動産の処分に伴い賃貸借契
約が「当然承継」されるのが賃借人保護のための非常の論理だとすれば、
契約解除であれ契約消滅であれ区別されることなく、契約の終了をもっ
て、旧賃貸人らの行った将来賃料債権の把握・処分の拘束は断ち切られ、
通常の論理に立ち戻ることとなる。
なお、目的不動産に設定された抵当権と賃料債権の把握・処分との関係
については、抵当権の効力という観点から検討されるべき別個の問題と捉
え、本稿では扱わない。
二　従来の判例の整理
将来賃料債権の把握・処分と、建物所有権に伴って賃貸人の地位を譲り
受けた者との関係は、まず賃借人による賃料の前払いについて、次いで差
押えについて、最高裁の判断の対象となった。いずれにおいても、「将来
賃料債権の処分の効力」対「所有権の移転とそれに伴う賃貸人の地位の移
転」という構図が存在するものと解されている。
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まず、賃借人が７年の賃貸借契約期間中の賃料を前払いした後、建物が
譲渡された場合につき、最高裁昭和38年判決は、新賃貸人が賃料前払い
の効果を対抗されると判断した。この時最高裁は、当時の競売制度におい
て賃料前払いの承継が前提とされていたことを勘案したようである（16）。し
かしその後も、対抗力ある賃借権がある場合、賃貸借目的建物の譲渡に
伴って賃貸人の地位も内容が同じまま移転することを原則とすることで判
例は一貫している（17）。昭和38年判決も、「建物につき物権を取得した者に
効力を及ぼすべき賃貸借の内容は、従前の賃貸借契約の内容のすべてに亘
るものと解すべきであって、賃料前払いのごときもこれに含まれる」と述
べている。
次に、将来賃料債権の差押え後の建物譲渡のケースについては、平成
10年判決が「差押えの効力は、建物所有者が将来収受すべき賃料に及ん
でいるから（民事執行法151条）、右建物を譲渡する行為は、賃料債権の
帰属の変更を伴う限りにおいて、将来における賃料債権の処分を禁止する
差押えの効力に抵触する」と判断した。すなわち、将来賃料債権を元の賃
貸人以外の者が把握すれば、その後は目的物の所有権の移転とそれに付随
する賃貸人の地位の移転自体は妨げられないが、その賃貸人の地位はいわ
ば空になっているということである。
判例によれば、賃貸人の地位の移転は可能だが、将来賃料債権の事前の
差押え・処分に拘束された状態にとどまる。判例の立場は、「異種の対抗
要件の間の先後か、債権処分に対抗要件のない場合には、債権の処分の効
果発生時と不動産に関する対抗要件具備の先後によって問題を処理する、
いわば賃料債権の処分と賃貸不動産の処分の対抗として問題を把握するも
の」と解されている（18）。
（16）　最判昭和38年１月18日民集17巻１号12頁。
（17）　最判昭和39年８月28日民集18巻７号1354頁等。後述の「当然承継」である。
（18）　松岡・前掲注（１）74-75頁。
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三　学説の整理
（一）２つの対立的立場（19）
判例の立場を上記のように理解した上で、学説は大きく、判例とりわけ
平成10年判決を支持する多数説と、疑問を提示する少数説とに分かれる。
多数説は、将来賃料債権の処分の効力と、目的物所有権移転およびそれ
に伴う賃貸人の地位の移転とを、対抗問題として処理する。多数説は、不
動産所有権および賃貸人の地位から独立した将来賃料債権の流通を認め、
将来賃料債権の処分行為を尊重する立場であるといえる。
これに対して、少数説は、不動産賃料債権の処分が不動産の所有と収益
の分離をもたらすが、それらを完全に切り離しうる方向が適切なのかとい
う問題提起を行う。問題提起は３つのレベルにわたっている。３つの点に
つき、簡単にまとめると以下の通りである。
（１）関係者の利益
多数説によれば、賃貸不動産の譲渡を受けようとする者は、将来賃料債
権が誰かに既に把握されていないかという事前調査の負担をすることとな
る。将来賃料債権の譲渡は不動産登記法上の公示には表れないから、調査
をしなかったり、しても賃借人が回答をしなかったり、そうでなくとも賃
借人への問い合わせ後所有権移転登記までのタイムラグにおいて将来賃料
債権の譲渡がなされたりした場合には、譲受人は「賃貸借としての外観と
対抗力をもつ使用貸借」（20）を押し付けられることになる。むろんそのほか
に、特例法上の債権譲渡登記についても譲受人による調査が必要である。
多数説の立場からは、譲受人の上記のような不利益に対して、目的物譲
渡契約上の瑕疵担保責任による処理が可能である、あるいは、問合せとい
う損害防止措置の可能な譲受人よりもむしろ将来賃料取得者の保護が必要
であると説明することができる。ただし、瑕疵担保責任を追及する段にお
（19）　本項目の記述内容は、中田・前掲注（１）８頁以下に負うところが大きい。
（20）　中田・前掲注（１）10頁。
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いて結局譲渡人無資力のリスクは譲受人が被ることになろう。
長期間の将来賃料債権が所有者以外に把握されている賃貸不動産の処分
が事実上不可能となる、残存価値の侵食と所有者の処分権能の喪失（21）と
いう問題も生じる。
（２）一般的な利益
上記の調査リスクは現行法のもとでは避けられず、包括的な将来賃料債
権差押えないし譲渡により建物の処分が事実上困難となることとともに、
賃貸不動産の流通が阻害される要因になりうる。また、所有と収益の分離
が目的物の維持管理に対するモチベーションを下げることや、執行妨害の
ための詐害的賃料債権処分も懸念される。
（３）原理的な議論
多数説と少数説の相違につき、利益衡量の面では決着をつけ難く、問題
は「所有と収益の長期間の分離が許されるかどうかというあるべき所有権
像の違いに帰着する」ことが指摘されている（22）。すなわち、多数説は、他
人物賃貸借にみられるように所有と収益の一致は現在自明視されるもので
はないとする一方で、少数説は、「不動産の所有者をして、『使用・収益』
の一元的で全面的な担い手たらしめようとする理念」（23）とつながっている
のである（24）。
さらに、賃料債権は賃貸不動産の取得者が原始的に取得するのであ
り、旧賃貸人による将来賃料債権の譲渡は賃貸不動産譲渡後の部分につ
いて無効であるとし、将来賃料債権の事前処分の拘束につき再検討する
（21）　占部洋之・平成10年判決判批・法教216号（1998年）100頁、中田・前掲注（１）
９頁、６頁。
（22）　角・前掲注（１）2145頁。
（23）　山野目章夫「抵当権に基づく収益管理制度の構想／付随型（上）」NBL739号（2002
年）33頁。
（24）　中田・前掲注（１）11頁、12頁、角・前掲注（１）2145頁。
将来賃料債権の把握・処分と賃借人の保護（茂木） 195
論考（25）が出されている。
（二）利益調整方法の提示
上記のような対立状況の下、将来賃料債権の処分と目的不動産の譲受人
の利益調整の方法として、以下の方法が提示されている。まず、現行法の
運用による解決策として、包括的将来賃料債権譲渡の有効性を、上記利害
調整の必要性のために、公序良俗規定を通じて一定程度制限することが挙
げられる。また、濫用的な賃料債権処分の詐害行為取消し・否認の積極的
適用がありうる。立法的解決として、「長期間の賃料債権の取得者に当該不
動産を買い取らせる」こと、「一定の条件の下に不動産賃借人に賃料債権の
存否・帰属についての照会に対する回答義務を負わせる」こと、タイムラ
グの問題に対応して「不動産譲渡の際の譲受人への賃料債権譲渡の仮登記
制度」を創設することが可能である（26）。さらに直接的には、包括的な賃料処
分を不動産登記制度における公示の対象とすることも可能とされる（27）。
四　平成24年判決と契約上の地位の混同
平成24年判決は、将来の賃料債権が差押えられた後、その基礎にある
賃貸借という継続的契約が終了した場合に、差押債権者がなお第三債務者
に賃料を請求できるかについて判断した初めての最高裁判決である。この
判決は、第一義的には、継続的債権の差押えがなされた場合に、その基礎
たる法律関係を消滅させること自体が妨げられないという、従前の一般的
見解を確認しつつ、将来の賃料債権が差押えられた事例において、基礎に
ある賃貸借契約が終了した場合と、契約が存続する場合とを峻別した点に
（25）　角・前掲注（１）文献。
（26）　中田・前掲注（１）12頁。
（27）　片山直也「フランスにおける詐害的な賃料債権譲渡に対する法規制の変遷（１）」
法学研究75巻７号（2002年）１頁。
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意義があるものと考えられている（28）。すなわち、将来賃料債権の差押え後
に賃借人以外の者に目的物が譲渡された場合には、賃貸人の地位は目的物
譲受人に移転するが、それに付随する将来賃料債権の取得を差押債権者に
対抗することができないとする平成10年判決と、平成24年判決との相違
は、基礎にある賃貸借契約の存続の有無に求められる（29）。しかし、両判決
は本当に断絶したものなのであろうか。あるいは、互いに矛盾する関係に
立つ可能性はあるのだろうか。以下では、前提問題として、平成24年判
決と、それにまつわる「混同」の論理構造を解明する。
（一）平成24年判決の概要
（１）原審判決
原審は、賃借人による賃貸借目的物の取得に基づく賃料債権の混同による
消滅という当事者（差押債権者Ｘ、債務者＝旧賃貸人Ａ、第三債務者＝旧賃
借人Ｙ）の主張（30）に沿って検討し、既になされていた差押えが民法520条ただ
（28）　本判決の解説として、大川治「賃料債権の差押え効力発生後に賃貸借契約が終了
した場合の帰趨」NBL987号（2012年）４-６頁、石毛和夫・銀法750号（2012年）60頁、
吉岡伸一・銀法759号（2013年）１頁、同・「賃料債権の差押え後における賃貸借契
約終了と賃料債権の取立て」岡法63巻１号（2013年）123-131頁、小粥太郎「賃料
債権の差押え効力発生後における賃貸借終了と賃料債権取立ての可否」ジュリ1453
号（2013年）79-80頁、松尾弘「賃料債権の差押後に目的物を譲り受けた賃借人への
賃料請求」法セミ700号（2013年）130頁、占部洋之「賃料債権が差し押さえられた
賃貸建物の賃借人への譲渡」民商147巻６号573-579頁（前掲注（14））、山野目章夫
「賃料債権の差押えの効力が発生した後に賃貸借契約が終了した場合において賃貸借
契約終了後に弁済期が到来する賃料債権を取り立てることの可否」金法1977号52-55
頁、池田恒男・龍谷法学46巻２号掲載予定、同・「賃料債権差押えの効力発生後の賃
貸借契約終了により、差押債権者による取り立てが認められなかった事例」『民法判
例　Ⅵ』（日本評論社、2013年）132-135頁、同・「賃料債権の差押え後に賃貸借契約
が混同により消滅した場合に、その後に支払期が到来する賃料債権に対する差押債
権者による取り立てが認められなかった事例」龍法46巻２号（2013年）525-567頁（前
掲注（15））。判時2171号42-43頁、金法1400号16-21頁、1415号32-34頁の各無記名コ
メントは、それぞれに異なる視点から本判決を評価しており、興味深い。
（29）　前掲注（８）43頁のコメントも明確にこのことを述べている。
（30）　金判1400号23頁。Ｙは原審において「賃料債権は混同により消滅した」と主張し、
Ｘは単にこれを争う旨を述べたようである（同24頁）。
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し書の適用を導くものと判断した。すなわち、将来賃料債権も差押債権者の
「権利の目的」になっているため、賃料債務者の地位と賃料債権者の地位が同
一人に帰属したとしても、将来賃料債権は発生し続けると解したのである。
原審判決は、賃貸人たる地位と賃借人たる地位の同一人への帰属につい
ては触れていない。これは、将来賃料債権・債務についての混同と、いわ
ば契約上の地位の混同とが別個の問題として同時に生じうる（「２つの概
念が重なる」（31））という理解に基づくものといえよう。Ｙの上告受理申立
て理由からも、Ｙがこのような認識を持ち続けていたことが窺われる（32）。
（２）最高裁判決
これに対して最高裁判決は、原審判決と異なり、賃貸借契約において、
上記にいう契約上の地位の混同があった場合には、その時点で賃貸借契約
自体が終了することから、差押えの対象となる賃料債権も以後発生しない
こととなるため、将来賃料債権・債務の混同はそもそも問題とならないこ
とを明確に示した。対立する契約上の地位が同一人に帰属した場合に関す
る規定はないが、本件のように賃借人が賃貸借の目的物を取得した場合に
は、目的物が地上権等の対象であるなど賃貸借をなお継続すべき利益が
ある場合を除いて、賃貸借関係が終了するという判例（33）および通説的理
解（34）を踏まえた極めて順当な判断であるとされる（35）。最高裁は、基礎とな
（31）　小粥・前掲注（28）80頁。
（32）　前掲注（８）45頁。
（33）　大判昭和５年６月12日民集９巻532頁。
（34）　磯村哲編『注釈民法（12）』（有斐閣、1976年）509-510頁（石田喜久夫）は、本件
や昭和５年判決のようなケースを「賃借権は混同によって消滅する」として混同の
一場合として扱っているように読める。
（35）　上告受理申立て理由中に「賃貸人と賃借人の両当事者の地位が同一人に帰属し
た」との文言があるが、その他の全体の主張を通して読むと、Ｙとしては将来賃料
債権・債務の混同以上の主張をする意図で用いていたのではないことが窺われる（前
掲注（８）45頁）。最高裁は対立する契約上の地位が同一人に帰属したことによる契
約関係の消滅がＹの主張の趣旨であると解し、議論を本来検討されるべきであった
ポイントへと誘導したように思われる。
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る契約が存続する場合の債権の消滅と、契約自体の消滅の場合をはっきり
と区別した上で、賃借人の態様により将来賃料債権の消滅の主張が信義則
上制限される場合があるとすることで、具体的な事案における妥当性を確
保しようとしている。
（３）差戻控訴審判決
最高裁の判決を受けて、差戻控訴審では将来賃料債権の不発生を主張で
きない「特段の事情」があったとの判断が期待されていたようである（36）。
現に、金法1415号のコメントは、差戻控訴審の判断に否定的である。本
稿も、差押え前から売却が検討されていた等の事情を重要視してまでＹの
態様を許容すべきではなかったのではないかと考える（37）。
（二）平成24年判決の理解に関わる問題：「混同」の再分類の必要性
最高裁判決によれば、個別の債権・債務の混同が生じる局面と、契約上
の地位の混同ともいうべきものが生じる局面は分別され、その与える影響
も異なる。債権の混同による消滅、すなわち相対する債権・債務が同一人
に帰属することによる消滅と、ある債権の発生原因たる契約における相対
する契約上の地位の同一人への帰属による消滅とは、これまで明確に整理
（36）　前掲注（８）のコメントは43頁で「ＹとＡが関連会社であること、原審継続中に
本件売買契約に基づき本件建物の所有権がＹに移転し、その主張が原審において追
加的にされたことなど執行妨害を疑わせる事情も見受けられる」とする。また、金
法1400号のコメントも20頁で、「強制執行の実効を担保するのも裁判所の職責の１
つである……徹底した審理・判断が期待される」としていた。松尾・前掲注（28）
130頁も、「①Ａ社とＹ社の実質的利害関係の同一性、②2009年１月８日にＡ社が
建物αをＹ社に売却し、翌日所有権移転登記しながら、代金支払は12月25日までか
かっていること、③……賃料を同月６月分から140万円に減額合意し、その直後から
……Ｃ銀行にＡの債務の保証債務の履行として毎月170万円余り支払、Ａ社に対する
求償債権と賃料債権の相殺を主張して、Ｘへの支払いを拒んだ……ことなどが注目
される」としていた。
（37）　もっとも、事案を分析すると、非常に判断が難しいケースであったことがわか
る。吉岡・前掲注（28）岡法129-131頁において詳細に検討されている。
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されていなかった。平成24年判決を理解するにはまず、混同と呼ぶべき
類型の整理が必要である。
もっとも、混同の理解において見過ごせないのが、賃貸借目的物の二重
譲渡と賃貸借契約の終了・復活に関する昭和40年の最高裁判決（38）である。
この判決は、賃借人が賃貸人から目的物を譲り受けたが、二重譲渡と譲受
人たる第三者による所有権移転登記によって、賃借人が目的物の取得を第
三者に対抗できなくなったような場合、「一たん混同によって消滅した右
賃借権は、右第三者に対する関係では、同人の所有権取得によって、消滅
しなかったものとなる」という。当該事案では契約上の地位の混同の状態
であったにも拘らず、この判決が賃借権の「混同」の語を用いたことをい
かに説明しうるかが問題となる。また、一旦消滅した賃借権が「復活」す
る論理構造も問題となる。これらの問題は、混同の性質論に関する再考を
促す。
最後に、契約上の地位の混同によっても契約が終了しない場合の内容も
問題となる。平成24年判決は、相対する契約上の地位が同一人に帰属し
た場合に契約は通常終了することを原則とし、「特段の事情」がある場合
を例外とする。この例外、すなわち、契約上の地位の混同において、いわ
ば520条でいうただし書の部分がどのようなものかを明らかにする必要が
あろう。
（三）賃貸借における債権・債務の混同と契約上の地位の混同
まず、契約上の債権の消滅と、契約の消滅に付随する債権の以後の不発
生について、従来挙げられているパターンを踏まえ、本判決の論理に従っ
た整序を試みると以下のようになる。
（38）　最判昭和40年12月21日民集19巻９号2221頁。
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（１）賃料債権・債務の混同
520条の趣旨は、債権・債務の同一人への帰属が生じたときにこれを存
続させる意味が失われることにあるとされてきた（39）。債権の混同による消
滅は、債権関係の当事者の一方が他方の相続人となり、会社である場合に
は一方が他方を合併し、あるいは、債務者が債権を譲り受けることで生じ
る（40）。
しかし例外として、債権が「第三者の権利の目的」であるときには、混
同による債権の消滅が生じない。この文言は、「法的に保護された第三者
の利益が問題になるとき」を指すと解され、具体的な担保権等の対象と
なっているときだけでなく、債権が差押えられているときや、債権が停止
条件付で第三者に譲渡されている場合などを含むとされている（41）。
また、同一人に帰属した債権・債務の財産の分離がみられる場合（42）
や、証券化した債権の場合（43）も、混同は生じないとされる。
賃貸借関係においては、本判決を前提とすると、基礎となる賃貸借契約
が存続する間にのみ、520条が問題となりうる。
（ⅰ）既発生賃料債権の場合
既発生賃料債権の混同が生じるかは、上記のとおりに判断される。例え
ば、賃貸人から既発生賃料債権を譲渡された債権譲受人と、賃借人とが合
併した場合、混同が生じ原則として債権は消滅する。ただし、合併以前に
債権譲受人の別の債権者からの差押えがあったときには、520条ただし書
（39）　石田・前掲注（34）509-510頁、基本法コンメンタール・債権総論（第４版新条文
対照補訂版）238頁（遠藤浩）。
（40）　石田・前掲注（34）510頁。
（41）　石田・前掲注（34）511頁。
（42）　相続の限定承認や、組合員の１人が組合に対する第三者の債権を譲り受けた場合
（大判昭和11年２月25日民集15巻281頁）が挙げられる。遠藤・前掲注（39）238頁。
（43）　ただし、為替手形の引受人が満期日以後に手形の所持人となった場合は混同が生
じる（大判昭和６年12月23日民集10巻1275頁）があり、学説は反対が多いとされる。
遠藤・前掲注（39）238頁。
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の適用があり、債権は消滅しない。
（ⅱ）将来賃料債権の場合
将来賃料債権の混同による消滅も観念しうる。例えば、賃貸人から将来
賃料債権を譲渡された債権譲受人と、賃借人とが合併した場合、譲渡の対
象とされた限度で、賃借人は賃料支払を免れる。しかし、合併以前に債権
譲受人の別の債権者からの差押えがあったときには、520条ただし書の適用
が考えられ、賃借人は差押債権者からの取立てに応じなければならない。
（２）賃貸借契約上の地位の同一人への帰属
本判決の論理に従えば、少なくとも賃貸借契約において、相対する契約
上の地位が同一人に帰属した場合、個々の債権・債務の混同は問題となら
ず、520条の適用なくして当該契約自体が消滅する。他方で、相対する関
係にはない契約上の２つの地位が同一人に帰属しても、契約関係自体は存
続し、個別の債権の混同が問題となるにとどまる。
これらはいずれも、従来520条の混同に含めて取り扱われていたが、既
に述べたように、分けて考えるべきである。
（ⅰ）相対する関係にない契約上の地位の同一人への帰属
転借人が目的不動産の所有権を取得し、転借人と賃貸人の地位が同一人
に帰属することとなった場合、転貸借関係はこれを消滅させる旨の合意
がない限り、当然には消滅しないとされる（44）。この場合、「民法613条１項
の転借人の賃貸人に対する直接の義務が混同により消滅する」こととな
る（45）。これは従来混同の例外の項目で扱われていた事項であるが、次に述
べる（ⅱ）のパターンとは明らかに異なる。契約上の地位の混同ではない
（44）　大判昭和８年９月29日民集12巻2384頁、最判昭和35年６月23日民集14巻８号1507
頁。
（45）　最判昭和35年６月23日民集14巻８号1507頁、カッコ内なお書き。
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ため、各契約関係も消滅しないのである。
（ⅱ）相対する契約上の地位の同一人への帰属
賃借人が賃貸借目的物の所有権を取得したときは、賃貸借を継続すべき
利益がある場合を除き、賃貸借は終了する（46）。これは、いわば契約上の地
位の混同が生じ、契約関係自体が終了する場合として整理される。賃貸借
を継続させるべき場合としては、目的物が地上権等の対象である場合な
どが挙げられる。従来はこれも混同の語を用いて説明されることがあっ
た（47）が、平成24年判決は賃料債権・債務の混同と相対する賃貸借契約上
の地位の同一人への帰属を分けており、後者で混同の語を使用していな
い。
（四）混同の性質論
（１）昭和40年判決の解釈
昭和40年判決は、賃借人が賃貸人から目的物を譲り受けたが、二重譲
渡と譲受人たる第三者による所有権移転登記によって、賃借人が目的物の
取得を第三者に対抗できなくなったような場合、「一たん混同によって消
滅した右賃借権は、右第三者に対する関係では、同人の所有権取得によっ
て、消滅しなかったものとなる」という。
昭和40年判決と平成24年判決を並べたときに、いくつかの疑問が生じ
る。まず、当該事案における第三者による移転登記の前は、平成24年判
決と同様に契約上の地位の混同が生じていたにも拘らず、この判決が単に
「混同」の語を用いたことをいかに説明しうるかが問題となる。
次に、昭和40年の事案のように、一旦消滅した賃借権が「復活」する
（46）　大判昭和５年６月12日民集９巻532頁。後述（五）も参照。
（47）　石田・前掲注（34）509-510頁は、本件や昭和５年判決のようなケースを「賃借権
は混同によって消滅する」とする。また、遠藤・前掲注（39）238頁も、最判昭和
40年12月21日に関連する記述で「混同によって」との語を用いる。
将来賃料債権の把握・処分と賃借人の保護（茂木） 203
論理構造が問題となる。賃貸人の地位と賃借人の地位という相対する２つ
の地位が同一人に帰属すれば、賃貸借契約関係が終了するのが原則である
ところ、第三者の対抗要件具備により事後的に賃貸借関係が終了していな
かったこととされるのであろうか。最初の譲渡があった時点から、二重譲
渡における優劣関係の決定時までの、「賃料」ないしそれに相当する利益
の帰趨は１つの問題となりえよう。
これらの問題を考えることは、すなわち、賃貸借契約上の地位の混同の
性質を考えることに他ならない。
（２）債権の混同の性質に関する議論
上記の問題の検討につき、債権の消滅原因としての混同の位置づけに関
する議論を見渡すところから始めたい。
第一に、債権の混同は紛れもなく債権消滅原因の一つであるという前提
に立ちつつ、債権の流通性、企業組織の複雑化に伴う財産関係の分離にか
んがみて、520条ただし書の適用を広く解するべきという議論がある（48）。
第二に、520条本文によって債権が消滅することを必然と見ない方向性
の積極的評価がある（49）。混同による債権の消滅は、通常そのように扱って
差し支えないこと、当該債務の保証人等の保護という政策的判断によるも
のに過ぎず、「むしろ債権債務が同一人に帰属している間の権利行使障害
事由に過ぎないとも考えられる」（50）。
第三に、賃貸借関係につき、対抗要件を備えいわゆる物権化した賃借権
（48）　我妻榮『新訂債権総論』（岩波書店、1964年）370-371頁。さらに進んで、潮見佳
男『プラクティス民法　債権総論（第４版）』（信山社、2012年）454頁は、「そもそ
も債権が存在することについて経済的意味がある場合には、明文の規定はないもの
の、520条ただし書の趣旨を推及して、債権の存続を認めるべきである」とする。
（49）　石田・前掲注（34）507頁、中田・前掲注（10）423頁。
（50）　中田裕康『債権総論　新版』（岩波書店、2011年）409頁。石田・前掲注（34）
507頁も「混同が債権を消滅させるというのは正確ではなく、混同は、二つの資格が
同一人に帰するかぎり存続する債権の実現の障碍とみたほうが、構成としてはすぐ
れているといえるかもしれない」と述べている。
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については、179条１項ただし書に基づく処理の対象として取り出すべき
といわれる。賃借権のある土地を購入した者が、土地に抵当権を設定し、
その後建物および土地賃借権の譲渡を受け、さらに抵当権が実行された場
合、抵当権設定前に賃借権の対抗力が具わっていれば、競落人に対して賃
借権を主張できるとした昭和46年の最高裁判決（51）がある。また、債権法
改正案もこのような処理を想定している（52）（53）。
（３）相対する賃貸借契約上の地位の混同の性質
（ⅰ）賃貸借契約の停止
（２）の議論の第二を敷衍すると、上記の昭和40年判決をうまく説明
することができそうである。すなわち、目的物の譲渡により賃貸借契約が
消滅するのではなく、賃貸借契約の解除が黙示にもなされていない限り、
賃貸借契約の効力に障害事由が生じたに過ぎない。しかし、二重譲受人が
目的物の所有権を確定的に取得することにより、元の所有者から賃貸人た
る地位を承継し、再び契約上の地位が分属することになるから障害が除去
される。これが「右賃借権は、右第三者に対する関係では、同人の所有権
取得によって、消滅しなかったものとなる」ことの説明だとするのである。
しかし、この理解は不可能と考えられる。例えば、賃借人が賃貸人から
目的物の譲渡を受けた後、目的物を第三者に譲渡する場合に、賃貸人の地
位のみを移転することは考えられないからである。目的物を第三者に譲渡
する時点で、賃借人だった者が賃貸人の地位と賃借人の地位を未だ潜在的
に兼ね備えていると考えるのは妥当でない。昭和40年判決の事例におい
ても、賃貸借契約の消滅をいうのが最も素直であろう。
（51）　最判昭和46年10月14日民集25巻７号933頁。
（52）　民法（債権法）改正検討委員会編著『詳解・債権法改正の基本方針Ⅰ――序論・
総則』（商事法務、2009年）147-148頁（【3. 1. 3. 42】）。
（53）　なお、松尾・前掲注（28）130頁では、本判決の事案において民法179条１項本文の
類推適用が可能であり、これによって将来賃料債権が不発生となると解しうることを
示している。
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（ⅱ）賃貸借契約の終了
そうすると、こと契約上の地位の混同については、賃貸借契約の効力に
障害が生じた状態として理解することは難しい。平成24年判決が述べた
とおり、原則として賃貸借契約の終了がもたらされると解すべきである。
それでは、昭和40年判決における賃借権の「復活」をどのように説明す
べきか。賃貸人から目的物が賃借人へ譲渡されると（第一譲渡）、賃貸人
の地位もあわせて移転し、賃貸借契約は終了して賃料債権債務関係も不発
生となる。しかしその後、賃貸人から目的物が第三者へ譲渡されると（第
二譲渡）、第二譲受人は賃貸人の地位も二重に譲り受けることとなる。し
かしながら、賃貸人の地位を賃借人に主張するには所有権移転登記が必要
である（最高裁昭和49年判決（54））。賃借人は賃貸人の地位を喪失する結果、
契約上の地位の混同による契約の消滅も生じなかったこととされる。
優劣決定までの賃料はどうなるであろうか。賃貸借契約は第二譲受人と
の間で存続していたものと扱われるが、第二譲受人の登記具備までの間は
賃借人自身が賃料債権の準占有者であったと評価しうるから、478条の類
推適用によりこの間の賃料を第二譲受人に改めて支払う必要はないことと
なろう（55）。
ただし、それでもなお、昭和40年判決において最高裁が賃借権の「混
同」にのみ着目し、賃貸借契約の消滅に言及しなかったことの説明がさら
に求められよう。
（４）当事者の意思による混同と意思によらない混同
法律行為の結果として混同が生じる場合と、そうではなく当事者の意思
とは無関係に混同が生じる場合とがある。またそれらは、分けて考察さ
（54）　最判昭和49年３月19日民集28巻２号325頁。
（55）　池田清治「不動産の物権変動と不動産賃借権の効力」法セミ681号（2011年）108-
112頁、同「不動産の物権変動と賃貸人の地位の移転」法セミ679号（2011年）92-96
頁、とりわけ95頁。
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れてはいない。それにも拘らず、一律に「何らの意思表示を必要とする
ことなく、債権は消滅する（だから、混同は事件 Rechtsereignis といわれ
る）」（56）であるとか、「混同は、一つの事実であって、行為ではない」（57）な
どと説明される。
しかし、それら２つ、ひいては契約上の地位の混同のパターンを含めた
４つは、区別されるべきであるように思われる。先に述べたように、将来
賃料債権を差し押さえられた賃貸人は、将来賃料債権の処分を禁止される
が、これは将来賃料債権の維持義務と理解され、同じ理由から、自らのた
めにのみ基礎となる賃貸借関係を消滅させる行為も禁じられる。賃貸借目
的物の賃借人への譲渡が原則として賃貸借関係の消滅をもたらすのは、賃
借人が賃貸借関係からの解放を望んでいるからであり、かつその期待が不
当なものでないことが前提となっている（58）。対して、相続などに基づく両
当事者の意思によらない賃貸借契約上の地位の混同においては、差し押さ
えられた将来賃料債権そのままの状態を保持する義務とは無関係に賃貸借
関係の終了が認められるのではなかろうか。それゆえ、当事者の意思によ
らない賃貸借契約上の地位の混同の事案は、平成24年判決の射程外であ
ろう。
（五）契約上の地位の混同の例外
最後に、平成24年判決にいう「特段の事情」は、契約上の地位の混同
（56）　石田・前掲注（34）507頁。
（57）　遠藤・前掲注（39）238頁。
（58）　この理は、賃貸借契約の合意解除の場合にも、また賃借人からの一方的な解除の
場合にも、同様に当てはまる（平成24年判決にかかる小粥・前掲注（28）80頁）参照。
債権の基礎となる法律関係を維持する義務がある場合に関して、差押えの場合と、
債権譲渡・質権設定の場合との比較検討を行っている）。なお、賃借人の債務不履行
に基づき賃貸人単独の意思で契約を法定解除する場合には、上述の場合と異なり、
差押えを受けた賃貸人が賃貸借関係から解放されることの期待保護の要請が高めら
れるため、将来賃料債権の差押えを受けた賃貸人や、将来賃料債権の譲渡を行った
賃貸人の一方的な解除であっても認められるべきである。
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の例外を指しているのであろうか。
平成24年判決は、「賃貸人と賃借人との人的関係、当該建物を譲渡する
に至った経緯及び態様その他の諸般の事情に照らして、賃借人において賃
料債権が発生しないことを主張することが信義則上許されないなどの特段
の事情」がある場合には、例外的に差押債権者は賃借人から目的物取得以
後に生じるべき賃料を取り立てることができるとしている。
「特段の事情」がある場合とは何かにつき、判時2171号のコメント（59）
や、金法1400号のコメント（60）のいう執行妨害がある場合が想定される
が、こうした執行妨害がある場合の差押債権者の優先はさしあたり、虚偽
表示（61）あるいは民事執行法145条１項の適用回避行為（62）としての譲渡無効
や、詐害行為取消しによって導くことができる。そのように目的物の譲渡
契約が無効あるいは取消しによりその効力を否定されることにより、元の
賃貸借関係が元の当事者間で存続していると解すべき場合こそが、平成
24年判決にいう「特段の事情」の想定している場合であるといえよう（63）。
平成24年判決は、520条規定の債権の混同の例外と対応する「契約上の地
位の混同の例外」までをも示唆するものではないといえる。
（59）　執行妨害を疑わせる事情に言及する。
（60）　「差押命令の効力を意図的に失わせ、強制執行を免れるためのものであったとすれ
ば、その結果として差押命令の効力が否定されるべきではない。差押え後の合意解
除、免除、放棄、譲渡ないし再就職の場合に差押え命令の効力が否定されるべきで
ないと解される場合と同様であるから」と述べる。
（61）　兼子一『民事訴訟法Ⅳ』341頁。そのように、事実関係に変更のない場合を虚偽表
示で処理すると、本判決の事例と昭和55年判決の事例は統一的に理解されることに
なる。
（62）　国税徴収法の適用回避行為の効力に関して、最判平成15年12月19日は、合意を無
効とすることで解決を図っている。しかしここでも、第三者が登場した場合には虚
偽表示による解決と類似の問題を生ずると考えられる。
（63）　本判決が無効・取消しの根拠に触れず信義則による主張制限を行ったことの妥当
性は、例えばＹが新たな第三者Ｄに目的不動産を譲渡した場合には、虚偽表示で考
えればＤの態様によってＸの請求の可否が分かれるのに対し、信義則による個別の
主張制限を行うのであれば、Ｄの態様に拘らずＸによる賃料の取立てが可能となる
ことから説明が可能である。
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それでは、契約上の地位の混同の例外とは一体どのような場合を指すの
であろうか。520条の規定とパラレルに考えれば、通常なら消滅するはず
の契約上の地位自体が第三者の権利の目的となっている場合がこれに当た
ることとなろうが、（３）（ⅱ）でみたように昭和40年判決のような事案
が含まれうるのではなかろうか。
（六）小括
平成24年判決は、将来賃料債権が差し押さえられた状態の目的不動産
が賃借人に対して譲渡されたときに、当該譲渡行為自体の効力が否定され
ない限り、賃貸人の地位が賃借人に帰属することにより生じる契約上の地
位の混同――これは債権の混同とは区別される――の効果として契約が消
滅するため、差押えが空振りに帰することを示した判決である。平成24
年判決からは、（契約上の地位の混同の例外についてを除き）、債権の混同
とは厳然と区別される「契約上の地位の混同」に関する理論的枠組みを看
取できる。
五　平成10年判決・平成24年判決における「賃借人の保護」
平成24年判決のような事案で契約関係の終了を認めるのは、賃借人へ
の配慮からであると説明されることがある（64）。すなわち、平成10年判決と
比して平成24年判決ではかなり異なる考慮が働いており、賃料債権の帰
属先のみが争われるケースでは賃借人に不意打ち的な不利益は生じないの
に対し、基本となる賃貸借契約自体が終了すべき場合には契約終了を認め
ないと賃借人に不都合が生じるため、賃借人保護の観点から契約の消滅が
説明されるというのである（65）。しかし、既に述べたように、平成24年判決
（64）　前掲注（12）の各文献を参照。
（65）　この場合仮に将来賃料の差押えの効力がなお及ぶとすると、契約の終了自体を認
めないのと同様の結果となり、旧賃借人は自分以外の誰からも賃借していないにも
拘らず賃料相当額の利益を差押債権者に移転しなければならなくなる。
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で契約が終了するのは契約上の地位の混同から来る当然の帰結である。果
たして、平成24年判決は、賃借人の利益に対して特殊に配慮したものな
のであろうか。
（一）賃借人の保護手段としての「当然承継」（66）
判例によれば、対抗力ある賃貸借契約の目的不動産を賃貸人が他の者に
譲渡した場合、新旧所有者間で賃貸人たる地位の承継に関する合意がなく
とも、特段の事情がない限り賃貸人の地位も法律上当然付随して移転す
る（67）。また、目的不動産の譲渡に際し、旧所有者に賃貸人の地位を留保す
る旨の特約がされても、必ずしもその効力は認められない（68）。こうした理
解は一般に受容されている。このいわゆる「当然承継」の理由に関して、
賃貸借契約における賃貸人の義務は、誰が賃貸人となるかにより左右され
るものでもなく、また賃貸人の地位を移転しても賃借人の不利益にはなら
ずむしろ一般に利益となることが説かれる（69）。平成24年判決もまた、当然
承継の論理を前提としているといえよう。
（二）将来賃料債権の差押えと賃借人の保護
（１）債権の差押えの効力
債権が差押えられると、債権者においては当該債権の処分が禁止され
（民執145条１項）、債務者においては当該債務の債権者への弁済が禁止さ
れる。これに抵触する債務者の処分は、差押債権者に対抗できない（手続
相対効）。第三債務者による弁済も同様である（民481条１項）。既発生の
債権の他人への譲渡は文字通り処分に該当する。また、差し押さえられた
債権の免除は、処分に当たる。
（66）　以下の記述は、松尾弘「賃貸不動産の譲渡と賃貸人の地位」慶應法学24号（2012年）
43-86頁、とりわけ48頁以下に負うところが大きい。
（67）　最判昭和39年８月28日民集18巻７号1354頁等。
（68）　最判平成11年３月25日判時1674号61頁。
（69）　最判昭和46年４月23日民集25巻３号388頁。
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しかし、債務者が差し押さえられた債権の基礎となる法律関係を変更・
消滅させることの可否は、別問題であるとされる。売買のような一回的契
約については、法律関係の処分の可否は大審院判決（70）によれば消極に解
される一方、名古屋高裁の昭和28年の判決（71）は積極に解しているといっ
たように、理解が分かれている（72）。これと異なり、基礎となる法律関係が
継続的契約である場合、その変更・消滅までは、禁じられないと一般に解
されている（73）。すなわち、基礎となる契約の合意解除については、一回的
契約と継続的契約とを分けて考えた上で、債権の基礎たる継続的法律関係
の変更・消滅は、債権の差押えにより禁止される「債権の……処分」に当
たらないと理解されてきたといえる。
（２）将来債権の差押えの可否と効力
将来債権の差押えの可否は、将来債権の譲渡の可否と同様に判断される
と解されているようである（74）。つまり、譲渡が可能なのであれば差押えも
可能だということである。
差押えの処分禁止効は、債務者が差押え後に受けるべき継続的給付に係
る給付に及ぶ（同151条）（75）。ゆえに、将来債権が差押えられた場合も、
当該債権の譲渡や免除といった「処分」は禁止される（76）。平成10年判決は、
将来賃料債権の差押え後に賃借人以外の者に目的物が譲渡された場合に
は、賃貸人の地位は目的物譲受人に移転するが、それに付随する将来賃料
（70）　大判昭和12年７月８日判決全集４巻13号20頁。仮差押えの事例について、大判昭
和６年４月15日大審院裁判例５・民事68がある。
（71）　名古屋高判昭和28年４月13日下民集４巻４号509頁。
（72）　賀集唱「債権仮差押後、債務者と第三債務者との間で被差押債権を合意解除しう
るか」判タ197号（1966年）146-147頁は、売買代金差押後の売買契約の合意解除は、
売主が履行をすませていたときは消極に解し、未履行であれば積極に解するという
わけ方をする。
（73）　判時2171号43頁、賀集唱「債権仮差押後、債務者と第三債務者との間で被差押債
権を合意解除しうるか」判タ197号（1966年）146-147頁、中野貞一郎『民事執行法（増
補新訂６版）』（青林書院・2010年）672頁等。
（74）　基本法コンメンタール民事執行法432-433頁等。
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債権の取得を差押債権者に対抗することができないとする。賃貸人の地位
の（賃借人以外への）譲渡に付随する将来賃料債権の移転は、「処分」に
該当すると考えられているのである。免除に関しては、昭和44年の最高
裁判決（77）が処分該当性を明確に示している。
（３）将来債権の差押えにおける契約関係終了の「処分」該当性
しかし上記とは異なり、差し押さえられた債権の基礎となる継続的契約
が終了して、将来債権が不発生となる場合がある。たとえば、基礎となる
継続的契約が終了する場合に関する平成24年判決の先例として、当該事
案の下では、給料債権の差押え後従業員が勤務先を退職し、さらに再雇用
された場合の給料債権に差押えの効力は及んでいないと判断した昭和55
年の最高裁判決がある（78）。これは、雇用契約の解除が処分禁止効に触れな
いことを前提としているといえよう。
将来賃料債権の差押えは、将来賃料債権自体の処分だけを禁じるので
あって、基礎となる法律関係を終了させることを禁じるものではない（79）。
仮に、差押えを受けている賃貸人単独の意思による賃貸借の終了が「処分」
（75）　なお、執行実務では、賃料債権の差押債権者と競売による買受人との関係では、
買受人が差押命令による拘束を受けないこととされている（金法1387号120頁、判
時1639号46頁）。しかし、将来賃料債権の差押え後に任意の目的物譲渡があった場
合はこれと別であることを平成10年判決が示している。譲受人すなわち賃貸人の地
位の承継者が差押えの拘束を免れるなら執行免脱が容易となり、ことに、譲受人が
譲渡人の債権者である場合には、「対抗要件具備の先後によって同一の債権の帰属を
めぐる優先関係を定めようとする民法の一般原則と整合しない」こととなる。たし
かに、「差押えの有無は公示されていないから、建物の賃料債権が差し押えているこ
とを知らずに建物を取得した譲受人に不測の損害を及ぼすおそれがある」が、その
場合譲受人は「瑕疵担保責任を追及」すべきとされる（判時1639号46頁）。
（76）　金判1400号18-19頁によく整理されている。
（77）　最判昭和44年11月６日民集23巻11号2009頁。
（78）　最判昭和55年１月18日判時956号59頁。
（79）　山野目・前掲注（28）53頁。債権の執行力などを盾に債務者の活動に容喙するよ
うな、法律関係そのものの差押手続は、用意されておらずまた用意されるべきでも
ないとする。
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に該当する余地があるとしても、少なくとも合意解除などによる終了であ
れば禁じられないであろう（80）。契約上の債権の差押えと契約の終了との関
係を考える際に一回的契約か継続的契約かで諸裁判例を区分する（１）の
枠組みは、差押えの対象が既発生債権なのか未発生債権すなわち将来債権
なのかの区分に置き換えるべきではないだろうか。すなわち、一回的契約
であれば既発生の債権が差し押さえられていることが多く、継続的契約の
うち差押えを受けた既発生の債権については差押債権者との関係で遡及的
消滅を認めないが、差押えを受けた未発生の債権の不発生は認められてい
ると解することが可能である。
このように、契約関係自体を終了させる行為は、差押えとの関係で将来
債権の「処分」には該当しない。その意味で将来債権の差押えは、空振り
に帰する可能性のある不安定な債権回収手段であり、その手段の選択は差
押債権者のリスク管理に任されているといえる。
（三）小括
以上のことを踏まえて、平成10年判決の事案と平成24年判決の事案に
おいて、賃借人の保護がどのような点で考慮されているかを確認すると、
以下のようになる。
（１）平成10年判決における賃借人の保護
平成10年判決の事案はまさに賃貸人が第三者に目的不動産の所有権を
移転した場合であるから、賃借人の保護のために（一）の賃貸人の地位の
当然承継が行われている。賃貸目的不動産の譲渡に付随して旧所有者から
新所有者に賃貸借契約が「当然承継」される。すると新所有者は、賃貸人
の権利・義務ともに包括的に承継するが、それ以前に将来賃料債権が切り
離されて他人による把握の対象となっていたり処分され対抗要件を備えら
（80）　小粥・前掲注（28）80頁。もっとも、賃借人の債務不履行を理由とする賃貸人か
らの一方的解除についても、「処分」該当性を否定すべきであろう（前掲注（58））。
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れたりしていた場合には、その部分においてのみ当該他人に劣後する。
しかし、ここではそれ以上に賃借人の保護は要請されない。賃借人の保
護は、賃借人の地位を失わせないことに尽きるからである。平成10年判
決の事案が対象とする差押債権者＝新賃貸人間の競合問題は、賃借人の利
害に関わる問題として処理されてはいない。
平成10年判決の事案では、目的不動産の所有権移転前に既に将来賃料
債権が原賃貸人の債権者に差押えられていたため、将来債権が移転すると
いう部分が差押えの処分禁止効に触れ、差押債権者＝新賃貸人間では賃貸
人の地位の当然承継が主張されえない帰結となっている。
（２）平成24年判決における賃借人の保護
賃貸人が賃借人本人へと所有権を移転した平成24年判決の事案でも、
「当然承継」の理論が変わらず用いられることが前提とされている。契約
の承継が賃借人本人へと行われる結果、賃貸借契約上の地位の混同が生
じ、契約は原則として消滅する。目的不動産所有権移転に付随する契約の
当然承継は、賃貸人が第三者に目的不動産の所有権を移転した場合の賃借
人の保護という観点から特別に認められるものであるとすれば多少奇異に
うつるかも知れない。しかし、この一連の仕組みには、賃貸人の地位を原
賃貸人から剥奪する、すなわち賃貸借契約から解放されまさに自己所有の
不動産として利用するという、賃借人の意思そのものが反映されている。
上に述べたとおり、民事執行法上の差押えとの関係で、上記のような契
約の消滅を生じさせるような目的不動産の譲渡行為は、将来賃料債権の差
押債権者を害する「処分」には当たらないと解される。たしかに、「処分」
該当性の判断において、賃貸人単独の意思に基づく解約であって賃借人の
債務不履行など正当というべき理由がないものを「処分」と評価するので
あれば、合意解除などそれ以外の場面では賃借人が不要な契約から解放さ
れる利益が考慮されているとみる余地もないではない。もっとも、賃貸借
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契約上の地位の混同による原賃貸借契約の消滅自体は、四（四）までに示
した理論的に当然の帰結であって、ことさら賃借人を保護するために組み
立てられた論理ではないといえる。
（３）平成10年判決と平成24年判決の整合性
平成24年判決に対しては、平成10年判決と実質的に抵触するとの懸念
も示されている（81）が、平成10年判決が認めた差押えの処分禁止効が広範
に過ぎるとの指摘に力点がある。また、冒頭に紹介したように、平成10
年判決の事案では将来賃料債権の差押えが目的不動産譲受人を拘束する一
方で、平成24年判決の事案では目的不動産の「所有権を一旦賃借人に移
転した上で、賃借人からその所有権を取得すれば、最早差押えによる拘束
を受けないというのは（特に……賃借人……が賃貸人……の子会社の場合
には）経済的には両者とも同様な結果をもたらすだけに、不合理な区別で
ある」との指摘がある（82）。しかし、目的不動産の賃借人への譲渡行為自体
が不当なものとしてその効力を否定すべきものでなければ、この指摘は当
たらないといえよう。
少なくとも、本稿の検討によれば以下のように言えよう。すなわち、賃
借人が賃貸目的不動産を賃貸人から譲り受けたという事案であっても、目
的不動産の所有権に付随する賃貸借契約の「当然承継」の論理が流用され
る。その結果、賃貸人の地位が賃借人に移転し、相対する契約上の地位の
混同が生じる。この種の混同は民法520条の混同と区別され、少なくとも
賃貸借契約の場合には、原則、当該契約の完全な終了という効果が生じ
る。契約上の地位の混同による賃貸借契約の終了は、目的不動産の譲渡と
いう積極的行為を原因とするものではあるが、目的不動産の譲渡の合意を
行う賃借人の意思も尊重されるべきことから、当該譲渡行為は将来賃料債
（81）　池田・前掲注（15）。
（82）　占部・前掲注（14）。
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権の把握・処分により禁じられた行為とはいえない。平成24年判決は以
上のことを示すにとどまり、平成10年判決と同じところから出発してい
るのである。
六　将来賃料債権の把握・処分の意義
最後に、以上の検討を発展させ、将来賃料債権の把握・処分と呼ばれて
きた諸状況に関して若干の指摘を行いたい。
（一）賃料の前払いは将来賃料債権の処分に含まれるか
従来、旧賃貸人に対する賃料の前払いは、賃料債権の事前処分に当たる
と理解されてきた（83）。しかしながら、賃料の前払いの対抗に関しては、別
に大きな問題をはらんでいるように見受けられる。
賃貸人が賃料の前払いを受けても後に具体的な賃料債権が発生しなけれ
ば、終局的には、賃貸人は給付を保持できないため、不当利得返還請求権
が生じる（84）。そうだとすれば、賃貸目的不動産の譲渡に伴う賃貸借契約の
移転があった場合においても、賃借人保護の観点から賃借人が賃料前払い
の効果を新賃貸人に対抗できることは格別、旧賃貸人が新賃貸人に対して
将来賃料債権が消滅しているかのような効果を主張できるわけではない。
すなわち、旧当事者間の合意に基づく賃料の前払いがあったとき、その
後に新賃貸人への契約上の地位の承継がなされれば、賃料収受権能も新賃
貸人へ移転していることになる。前払い分の賃料は旧賃貸人の不当利得と
なるが、賃借人にこれを取り戻して新賃貸人に再度支払うリスクを負わせ
るのは妥当でない。賃借人の保護のために、賃借人＝新賃貸人の関係では
賃料前払いを対抗できることとしているのである。これと異なり、旧賃貸
人＝新賃貸人間で、将来賃料債権の前払いによる消滅類似の効果を認める
（83）　中田・前掲注（１）5-6頁、松岡・前掲注（１）71-74頁、角・前掲注（１）3-4頁等。
（84）　森田・法教360号（2010年）78-79頁。
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理由は皆無である。目的不動産譲渡契約における瑕疵担保責任の追及、あ
るいは、旧賃貸人から新賃貸人に対する不当利得返還請求が行われるべき
であろう。実際に、二に挙げた昭和38年判決は、この関係について触れ
たものではないと解される。その意味で、所有権からの収益権能の分離が
どこまで許されるかという従来の対立軸設定は、少なくともこの場面には
適用できないであろう。賃料の前払いの対抗という問題は、「あるべき所
有権像」の対立には収斂されないのではないだろうか。
このようなケースにつき今後は、賃借人＝新賃貸人の関係と、旧賃貸人
＝新賃貸人との関係を分けて、賃料の前払いが賃貸不動産の取得者を「拘
束する」ことの意味を、より詳細に分析する必要があるように思われる。
（二）将来賃料債権の差押えと譲渡の区別
将来賃料債権の差押えと譲渡はセットのように考えられているようであ
る（85）。将来賃料債権の差押えがあった場合と、将来賃料債権の譲渡があっ
た場合とは、当然にパラレルに考えられるのであろうか。ここで平成24
年判決の事案を素材に考えてみたい。
平成24年判決の事案は将来賃料債権の差押えの事案であるが、これを
将来賃料債権の譲渡に置き換えてみると、どうなるであろうか。将来賃料
債権の譲渡が対抗要件を備えた後、目的不動産の所有権が賃貸人から賃借
人へ移転した場合、契約上の地位の混同が生じ賃貸借契約は消滅し、将来
賃料債権も不発生に終わる。賃借人＝将来賃料債権譲受人の関係でこれが
認められるべきことは、差押えの場合と異ならない。いずれも、既に示し
たように、当然承継と契約上の地位の混同の帰結である。
しかし、賃借人の視点を離れて、賃貸人＝将来賃料債権譲受人の関係
は、賃貸人＝差押債権者の関係とは結論を異にする。将来賃料債権を差し
押さえられた賃貸人が基礎となる法律関係を終了させる自由は認められる
（85）　山田・前掲注（12）23頁等。
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のに対し、将来賃料債権を譲渡した賃貸人が基礎となる法律関係を終了さ
せた場合には債権譲受人に対して売買契約上の担保責任を負うためであ
る。将来賃料債権を把握した者がどのような保護を受けるか、受けないか
といったことは、把握の原因が何なのかにより別個の処理を要する問題で
あろう。
もっとも、このことを、旧賃貸人が将来賃料の差押債権者に対して契約
終了を主張できること、ならびに、旧賃貸人が将来賃料譲受人に対して賃
貸借契約の終了を主張し得ない場合があることと、繋げて考えてはならな
いであろう。あくまで、終了原因となる法律行為自体の効力がフロードに
より否定されない限り、賃貸借契約の終了は認められるのであって、債権
売買契約上の売主の責任とは別個の問題だからである。
（三）将来賃料債権の把握・処分と賃貸不動産の処分における「対抗」
将来賃料債権の把握・処分後に賃貸不動産の処分による賃貸人の地位の
移転があった場合に、賃料を誰が受け取るべきかという点を考えるに、従
来、「賃料債権の処分と賃貸不動産の処分の対抗として」検討されてきた
ことは既に述べた。しかしここで、平成24年判決のような事例を含めて
考えると、「賃料債権の処分と賃貸不動産の処分の対抗として」問題が把
握されているとは必ずしも言えない。平成24年判決の事例では、賃貸人
の地位の移転の結果当然に賃貸借契約自体が終了するからであり、かつ、
その場合に、「賃貸不動産の処分」が対抗要件を備えたか否かの区別は、
将来賃料債権を把握した者との関係で何の役割も果たさないからである。
七　おわりに
以上の検討から、平成10年判決と平成24年判決は「当然承継」による
賃借人保護という同一の線上で捉えられること、および、将来賃料債権の
把握・処分の目的不動産譲受人に対する影響は所有権のあり方の対立軸を
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用いて論じるべきものではないことが示される。
平成24年判決の事案において賃貸借の原則当然終了が認められたの
は、目的物所有権の賃借人への譲渡に伴って、賃借人本人への賃貸人の地
位の移転（契約承継）が生じ、賃貸人の地位と賃借人の地位が同一人に帰
属したことによる契約上の地位の混同がいわば隅々生じたからである。賃
借人の保護の観点から認められる契約の当然承継が、このケースでは賃借
人本人へと行われる結果、賃貸借契約の終了という効果が生じる。そし
て、契約上の地位の混同が生じたことは誰に対しても主張されうる。確か
に平成10年判決の事案と平成24年判決の事案と帰結は異なるが、いずれ
も賃借人の保護のために特別に認められる契約の当然承継の結果であり、
それ以上でもそれ以下でもない。平成24年判決における賃借人の保護は、
「当然承継」の肯定と、差押えの処分禁止効の範囲の限定に尽きる。
さらに、従前は将来賃料債権の把握ないし処分として一括りにされてき
た諸場面について、今後は、どの地位に基づく何の対抗の可否を問題にし
ているのか、より自覚的な検討が迫られるといえよう。
その他、賃貸目的物の所有権移転の際に説かれる敷金の当然充当・敷金
関係の当然承継についても、研究は枚挙に暇がないが（86）、理論上の原則は
どうあるべきか、その上で賃借人保護のために理論的修正を加えるのかと
いったことを同様に考えていくべきであろう。
（本学法学部助教）
（86）　森田寛樹「賃貸人の地位の移転と敷金の承継（１）・（２・完）」法教368号（2011年）
98-107頁、369号（2011年）116-133頁等。
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